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(57) Abstract: Provided i s a method for producing laminated glass which i sC 開始 ) light in weight and highly strong and the surface of which can be provided= ' rS110 with a functional layer and/or a decorative layer. A method for producing

(a) 第1の表面および第2の表面を有し、 laminated glass which i s configured by laminating first and second glass sub
澳さが1. 5 以下であり， strates. This method for producing laminated glass i s characterized by com

アルカリ金履酸化物を含有する第1のガラス基板を準備し、
該第1のガラス基板の少なくとも第1の表面を、 prising: (a) a step wherein a first glass substrate that has a first surface, a

化学強化処理する second surface and a thickness of 1.5 mm or less and contains an alkali metal
oxide i s prepared and at least the first surface of the first glass substrate i s

(b) 第3の表面および第4の表面を有し， chemically toughened; (b) a step wherein a second glass substrate that has a
厚さが1. 5 m以下の第2のガラス基板を準備し、 third surface, a fourth surface and a thickness of 1.5 mm or less i s prepared

該第2のガラス基板の前記第3および/または前 第4の表面に、
熱処理工程を経て、機能部を形成する and the third surface and/or the fourth surface of the second glass substrate i s

= provided with a functional part after a heat treatment process; and (c) a step
, S130

wherein the first and second glass substrates are bonded with each other so
(c〕接着餍を介して、

前記第 および第2のガラス基板を、 that the second surface and the third surface are positioned inside, with an
前記第2の表面および前 第3の表面が adhesive layer being interposed therebetween.

内側となるようにして接合する

(57) 要約： 軽量で高強度な上、表面に機能層および/" または
装飾層を形成することが可能な積層ガラスの製造方法を提供

完了 ） する。 第 1 および第 2 のガラス基板が積層されて構成され
る積層ガラスの製造方法であって、 （a ) 第 1 の表面および
第 2 の表面を有 し、厚さが 1 . 5 m m 以下であり、アルカリ
金属酸化物を含有する第 1 のガラス基板を準備 し、該第 1 の
ガラス基板の少な くとも第 1 の表面を、化学強化処理するス
テツプと、 （b ) 第 3 の表面および第 4 の表面を有 し、厚さ
が 1 . 5 m m 以下の第 2 のガラス基板を準備 し、該第 2 のガ
ラス基板の前記第 3 の表面および/ "または第 4 の表面に、熱
処理工程を経て、機能部を形成するステップと、 （c ) 接着
層を介 して、前記第 1 および第 2 のガラス基板を、前記第 2
の表面および前記第 3 の表面が内側となるように して接合す
るステップと、を有することを特徴とする製造方法。
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明 細 書

発明の名称 ：積層ガラスの製造方法、積層ガラスおよび窓ガラス

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えば車両用および建築物の窓ガラス等に使用される積層ガラ

スに関する。

背景技術

[0002] 複数枚のガラス基板を積層することにより構成された積層ガラスは、強度

が高い等の特性を有 し、例えば建築物の窓ガラスなど、各種分野において広

く利用されている。

[0003] しか しなが ら、 このような積層ガラスは、その構造上、重量が大きくなつ

て しまうという根本的な問題がある。 このため、より軽量な積層ガラスが要

望され、 このための開発が進め られている。

[0004] 例 えば、特許文献 1 には、全厚を4 m m以下とした積層ガラスが開示され

ている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：日本特開 2 0 0 3 — 0 5 5 0 0 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 特許文献 1 にも記載されているように、積層ガラスを軽量化するには、該

積層ガラスを構成する各ガラス基板を薄肉化することが最も効果的である。

[0007] しか しなが ら、各ガラス基板をあまりに薄肉化 し過 ぎると、今度は、強度

の問題が無視できな くなる。例えば、 自動車の窓ガラスに適用される積層ガ

ラスを、薄いガラス基板で構成 した場合、窓ガラスに小石等が衝突 した際に

、窓ガラスにクラックが入った り、窓ガラスが損壊 した りする危険性が高ま

つて しまう。

[0008] そこで、 このような問題に対処するため、薄肉化 したガラス基板に対 して



、化学強化処理 を行 うことが考 え られ る。化学強化処理 では、溶融塩 （処理

液） とガラス基板 の間で、 アル カ リ金属 イオ ンのイオ ン交換 を行 うことによ

り、 ガラス基板 の表面 に圧縮応力残留層 を形成 することがで きる。 このため

、 ガラス基板 に対 して化学強化処理 を実施 することによ り、 ガラス基板 の衝

突等 に対する強度 を高め ることが可能 となる。

[0009] ところで、実際 に積層 ガラスを使用する際 には、積層 ガラスの表面 に、機

能層 および / または装飾層な どを配置する必要が生 じる場合が しば しばある

。例 えば、積層 ガラスを車両用の窓 ガラスに適用することを想定 した場合、

フ ロ ン トウィン ドウの周囲には、黒色セラミック層が配置 され る。 また リア

ウィン ドウの表面 には、曇 り止め用の 「熱線」や アンテナ等が配置 され る。

[001 0] この ような機能層 および / または装飾層 （以下、本明細書 において、 「機

能層 および / または装飾層」 を併せて 「機能層」 と称 することもある。）は

、通常の場合、 ガラス基板 の表面 に、 かかる層構成用の前駆体材料 を形成 し

た後、 この形成層 を高温で熱処理 し、 ガラス基板 の表面 に固着 させ ることに

よ り形成 され る。

[001 1] しか しなが ら、化学強化処理 されたガラス基板 に対 して、 そのような機能

層 および / または装飾層 を形成 する工程 を実施 すると、熱処理過程 で、 ガラ

ス基板 の表面 に存在 する圧縮応力残留層が消失 して しまうとい う問題 が生 じ

得 る。 この場合、化学強化処理 の効果がな くな り、 ガラス基板 の強度 が低下

して しまう。

[001 2] この ように、軽量で高い強度 を有 し、 さ らに表面 に機能層 および / または

装飾層が形成 された積層 ガラスを製造することは難 しい とい う問題 がある。

[001 3] 本発 明は、 このような背景 に鑑みなされたものであ り、本発明では、軽量

で高強度 な上、表面 に機能層 および / または装飾層 を形成 することが可能な

積層 ガラス （即 ち、合せ ガラス）の製造方法 を提供 することを目的 とする。

また、本発明では、軽量で高強度 な上、表面 に機能層 および / または装飾層

が形成 された積層 ガラスを提供 することを目的 とする。

課題を解決するための手段



[0014] 本発明では、第 1 および第 2 のガラス基板 が積層 されて構成 され る積層 ガ

ラスの製造方法であ って、

( a ) 第 1 の表面 および第 2 の表面 を有 し、厚 さが 1 . 5 m m以下であ り、

アル カ リ金属酸化物 を含有 する第 1 のガラス基板 を準備 し、該第 1 のガラス

基板 の少な くとも第 1 の表面 を、化学強化処理 するステ ップと、

( b ) 第 3 の表面 および第 4 の表面 を有 し、厚 さが 1 . 5 m m以下の第 2 の

ガラス基板 を準備 し、該第 2 のガラス基板 の前記第 3 の表面 および / または

第 4 の表面 に、熱処理工程 を経て、機能部 を形成 するステ ップと、

( c ) 接着層 を介 して、前記第 1 および第 2 のガラス基板 を、前記第 2 の表

面 および前記第 3 の表面が内側 となるように して接合するステ ツプと、

を有 することを特徴 とする製造方法が提供 され る。

[001 5] ここで、本発明による製造方法 において、前記熱処理工程 は、前記第 2 の

ガラス基板 を、 6 0 0 °C ~ 7 5 0 °C の温度範 囲に保持するステ ップを有 して

も良い。

[001 6] また、本発明による製造方法 において、前記機能部 は、黒色セラミック層

、 ァンテナ線、 および曇 り止め熱線 か らなる群 か ら選定 された少な くとも一

種 であ っても良い。

[001 7] また、本発明による製造方法 は、前記 （a ) のステ ップの前 に、

( d ) 前記第 1 のガラス基板 を曲面状 に加工するステ ップを有 し、

前記 （c ) のステ ップの前 に、

( e ) 前記第 2 のガラス基板 を曲面状 に加工するステ ツプを有 し、

前記 （c ) のステ ップ後 に、 曲面状 の積層 ガラスが得 られても良い。

[001 8] この場合、前記 （e ) のステ ップは、前記第 2 のガラス基板 の前記熱処理

工程 と同時 に行われても良い。

[001 9] また、本発明による製造方法 において、前記 （c ) のステ ップは、前記第

1 のガラス基板 と前記第 2 のガラス基板 の間に、熱可塑性樹脂 か らなる少な

くとも一つの基板 を介在 させた状態で、実施 されても良い。

[0020] この場合、前記熱可塑性樹脂 か らなる少な くとも一つの基板 の厚 さは、 1



m m ~ 8 m mの間であっても良い。

[0021 ] さらに、本発明では、第 1 および第 2 のガラス基板が積層されて構成され

る積層ガラスであって、

第 1 のガラス基板は、厚さが 1 . 5 m m以下であり、第 1 の表面および第

2 の表面を有 し、前記第 1 の表面は、当該積層ガラスの第 1 の露出面側とな

し」、

第 2 のガラス基板は、厚さが 1 . 5 m m以下であり、第 3 の表面および第

4 の表面を有 し、前記第 4 の表面は、当該積層ガラスの第 2 の露出面側とな

し」、

前記第 1 のガラス基板の前記第 1 の表面は、化学強化処理されており、

前記第 2 のガラス基板の前記第 3 の表面および/ または第 4 の表面には、

機能部が形成されていることを特徴とする積層ガラスが提供される。

[0022] ここで、本発明による積層ガラスにおいて、前記第 1 および第 2 のガラス

基板の間には、接着層が存在 しても良い。

[0023] また、本発明による積層ガラスにおいて、前記第 1 および第 2 のガラス基

板の間には、熱可塑性樹脂からなる少なくとも一つの基板が設置されても良

い。

[0024] この場合、熱可塑性樹脂からなる少なくとも一つの基板の厚さは、 1 m m

〜 8 m mの間であっても良い。

[0025] また、本発明による積層ガラスにおいて、前記機能部は、黒色セラミック

層、アンテナ線、および曇り止め熱線からなる群から選定された少なくとも

—種であっても良い。

[0026] また、本発明による積層ガラスは、曲面状であっても良い。

[0027] さらに、本発明では、車両用の窓ガラスであって、前述の特徴を有する積

層ガラスを有することを特徴とする窓ガラスが提供される。

発明の効果

[0028] 本発明では、軽量で高強度な上、表面に機能層および/ または装飾層を形

成することが可能な積層ガラスの製造方法を提供することができる。また、



本発明では、軽量で高強度な上、表面に機能層および/ または装飾層が形成

された積層ガラスを提供することができる。

図面の簡単な説明

[0029] [ 図1]本発明による積層ガラスの製造方法の一例を模式的に示 したフロー図で

ある。

[図2]本発明による積層ガラスの一構成例を模式的に示 した断面図である。

[図3]本発明による積層ガラスの製造方法の別の一例を模式的に示 したフロー

図である。

[図4]本発明による別の積層ガラスの一構成例を模式的に示 した断面図である

[図5]化学強化処理後のガラス基板の厚さ方向における残留応力の測定結果の

—例を示 したグラフである。

[図6]化学強化処理後のガラス基板に対 して、 6 0 0 °Cで4 分間の熱処理を実

施 した後の、ガラス基板の厚さ方向における残留応力の測定結果の一例を示

したグラフである。

[図7]化学強化処理後のガラス基板に対 して、 6 5 0 °Cで4 分間の熱処理を実

施 した後の、ガラス基板の厚さ方向における残留応力の測定結果の一例を示

したグラフである。

[図8]化学強化処理後のガラス基板に対 して、 7 0 0 °Cで4 分間の熱処理を実

施 した後の、ガラス基板の厚さ方向における残留応力の測定結果の一例を示

したグラフである。

発明を実施するための形態
[0030] まず最初に、本発明の特徴をより良く理解するため、従来の積層ガラスの

問題について、簡単に説明する。

[0031 ] 2 枚のガラス基板を、接着層を介 して積層することにより構成された積層

ガラスは、一般に強度が高いという特徴を有する。 しかしながら、積層ガラ

スは、その構造上、重量が大きくなつてしまうという根本的な問題がある。

例えば、従来の積層ガラスを自動車の窓ガラス （例えば、フロントウィンド



ゥ、サイドウィンドウ、ルーフウィンドウ、およびリアウィンドウを含む。

以下同じ）として適用することを考慮した場合、重量の大きな積層ガラスを

支持するために、補強部材が別途必要となってしまう。自動車の分野では、

環境対応上、燃費のさらなる向上およびこのための部品の軽量化対策が求め

られており、このような追加部材の使用は、好ましくない。

[0032] そこで、積層ガラスを軽量化するため、該積層ガラスを構成する各ガラス

基板を薄肉化することが考えられる。例えば、前述の特許文献 1 には、第 1

および第 2 のガラス基板の厚さを、それぞれ、 2 m mおよび 1 . 6 m m程度

とすることが記載されている。

[0033] しかしながら、そのような薄いガラス基板で構成された積層ガラスは、強

度が劣り、例えば、自動車の窓ガラスに適用することは難しいという問題が

ある。例えば、自動車の窓ガラスに、そのような薄いガラス基板で構成され

た積層ガラスを適用した場合、窓ガラスに小石等が衝突した際に、窓ガラス

にクラックが入ったり、窓ガラスが損壊したりする危険性が高まつてしまう

[0034] なお、このような問題に対処するため、薄肉化したガラス基板に対して、

化学強化処理を行うことが考えられる。 「化学強化処理 （以下、化学強化処

理法を含め化学強化処理ということもある。）」とは、ガラス基板を、アル

力リ金属塩を含有する溶融塩中に浸潰させ、ガラス基板の最表面に存在する

原子径の小さなアルカリ金属 （イオン）を、溶融塩中に存在する原子径の大

きなアルカリ金属 （イオン）と置換して強化する技術の総称を言う。 「化学

強化処理」では、処理されたガラス基板の表面には、元の原子よりも原子径

の大きなアルカリ金属 （イオン）が配置される。このため、ガラス基板の表

面に圧縮応力を付与することができ、これによりガラス基板の強度 （特にヮ

レ強度）が向上する。従って、ガラス基板に対して化学強化処理を実施する

ことにより、ガラス基板の強度を高めることが可能となる。

[0035] —方、実際に積層ガラスを使用する際には、積層ガラスの表面に、各種機

能部を形成する必要が生じる場合がしばしばある。かかる機能部としては、



例えば、積層ガラスを車両用の窓ガラスに適用することを想定した場合、フ

ロン卜ウィンドウの周囲には、黒色セラミック層やアンテナ等が形成される

。またリアウィンドウの表面には、曇り止め熱線 （デフ才ッガ一）やアンテ

ナ等が形成される。さらに、意匠性を向上するため、窓ガラスに各種装飾部

を形成することも考えられる。

[0036] このような機能部は、通常の場合、ガラス基板の表面に、機能部の形成材

料を塗布した後、この塗布層を高温で熱処理し （必要な場合、焼成し）、ガ

ラス基板の表面に層として固着させることにより形成される （以下、本明細

書において、このような熱処理を経て構成される機能部を総じて 「熱処理層

」とも称する）。

[0037] しかしながら、化学強化処理されたガラス基板に対して、そのような熱処

理層を形成する工程を実施すると、以降に詳細に示すように、熱処理過程で

、ガラス基板の表面に存在する圧縮応力残留層が消失してしまうという問題

が生じ得る。この場合、化学強化処理の効果がなくなり、ガラス基板の強度

が低下してしまう。

[0038] そこで、逆に、ガラス基板に対して、熱処理層を形成する工程を先に実施

して、その後ガラス基板の化学強化処理を実施することが考えられる。しか

しながら、この場合は、熱処理層が存在する領域では、イオン交換反応が十

分に進展せず、イオン交換処理によって、ガラス基板の強度を高めることが

できなくなる。また、化学強化処理に使用する溶融塩との反応により、熱処

理層が劣化してしまう可能性もある。

[0039] このように、ガラス基板の化学強化処理と、熱処理層の形成処理とを両立

させることは難しい。また、このため、軽量で高い強度を有し、さらに表面

に熱処理層が形成された積層ガラスを製造することは難しいという問題があ

る。

[0040] これに対して、本発明による方法では、厚さの薄い2 枚のガラス基板が準

備され、一方のガラス基板 （第 1のガラス基板）のみが化学強化処理される

。この化学強化処理されたガラス基板の表面には、熱処理層は、形成されな



し、。一方、他方のガラス基板 （第 2 のガラス基板）は、化学強化処理 に供 さ

れない。 この第 2 のガラス基板は、表面に熱処理層を形成するためのガラス

基板 と して使用され、従 って、熱処理層の形成過程で熱処理 を受ける。すな

わち、本発明による方法では、化学強化処理 されるガラス基板 と、熱処理層

が形成 されるガラス基板 とが別々に準備 される。

[0041 ] この場合、熱処理層を表面に形成するために、第 2 のガラス基板 を熱処理

しても、当然なが ら、 これにより、第 1 のガラス基板の圧縮応力残留層が消

失することはない。その後、 2 枚のガラス基板が接着層を介 して接合され、

積層ガラスが製造される。

[0042] このような本発明による方法では、軽量で高強度の積層ガラスであって、

さらに熱処理層が表面に形成 された積層ガラスを提供することが可能 となる

[0043] (本発明による積層ガラスの製造方法）

以下、図面を参照 して、本発明による積層ガラスの製造方法 （積層ガラス

の第 1 の製造方法）について、詳 しく説明する。

[0044] 図 1 は、本発明による積層ガラスの製造方法の一例 を概略的に示 したフロ

一図である。

[0045] 図 1 に示すように、本発明による積層ガラスの製造方法は、

( a ) 第 1 の表面および第 2 の表面を有 し、厚 さが 1 . 5 m m以下であ り、

アルカ リ金属酸化物 を含有する第 1 のガラス基板 を準備 し、該第 1 のガラス

基板の少な くとも第 1 の表面を、化学強化処理するステ ップ （ステ ップS

0 ) と、

( b ) 第 3 の表面および第 4 の表面を有 し、厚 さが 1 . 5 m m以下の第 2 の

ガラス基板 を準備 し、該第 2 のガラス基板の前記第 3 の表面および/ または

第 4 の表面に、熱処理工程 を経て、機能部 を形成するステ ップ （ステ ップS

1 2 0 ) と、

( c ) 接着層を介 して、前記第 1 および第 2 のガラス基板 を、前記第 2 の表

面および前記第 3 の表面が内側 となるように して接合するステ ップ （ステ ツ



プS 1 3 0 ) と、

を有する。以下、各ステ ップについて説明する。

[0046] (ステ ツプS 1 1 0 )

まず、第 1 のガラス基板が準備される。第 1 のガラス基板は、アルカ リ金

属酸化物 （例えば、 N a 2 0 や L i 2 0 ) を含有する限 り、その組成は、特に

限 られない。第 1 のガラス基板 としては、例えば、 ソ一ダライムガラスが代

表的な例 として挙げられる。

[0047] 第 1 のガラス基板の製造方法は、特に限 られない。第 1 のガラス基板は、

例えば、 フロー ト法、 フユ一ジ ョン法、および リドロ一法等の製法により製

造されても良い。

[0048] 第 1 のガラス基板は、第 1 の表面および第 2 の表面を有 し、厚さは 1 . 5

m m以下である。第 1 のガラス基板の厚さは、例えば、好ま しくは、 0 . 5

m m以上、 1 . 5 m m以下である。

[0049] 次 に、第 1 のガラス基板の少な くとも第 1 の表面が、化学強化処理される

。前述のように、化学強化処理は、アルカ リ金属塩を含有する溶融塩中に、

第 1 のガラス基板を浸漬することにより行われる。溶融塩の代表的な例は、

アルカ リ金属の硝酸塩 （例えば、硝酸カ リウム塩）である。

[0050] 例 えば、第 1 のガラス基板がナ トリウム （N a ) を含む場合、化学強化処

理により、 このナ トリウムは、例えば硝酸カ リウム塩のカ リウム （K a ) と

置換される。あるいは、例えば、第 1 のガラス基板が リチウム （L ί ) を含

む場合、化学強化処理により、 この リチウムは、例えばナ トリウム （N a )

および/ またはカ リウム （K a ) と置換されても良い。

[0051 ] これにより、第 1 のガラス基板の少な くとも第 1 の表面に圧縮応力が付与

され、ガラス基板の衝突等に対する強度を高めることができる。前述 した浸

漬法による化学強化処理の場合には、第 1 のガラス基板の第 1 および第 2 の

表面に圧縮応力層が形成される。

[0052] 化学強化処理は、例えば、第 1 のガラス基板を、 4 5 0 °C の溶融塩中に 3

0 分間程度、保持することにより実施されても良い。



[0053] (ステップS 1 2 0 )

ステップS 2 0 は、前述のステップS 0 とは別途、その前、または

後に、あるいは前述のステップS 1 0 と併行 して同時に、実施される。す

なわち、ステップS 1 0 とステップS 1 2 0 との順はどちらが先でも、同

時でも構わない。

[0054] このステップS 1 2 0 では、まず、第 2 のガラス基板が準備される。

[0055] 第 2 のガラス基板は、第 3 の表面および第4 の表面を有 し、厚さは 1 . 5

m m以下である。第 2 のガラス基板の厚さは、例えば、好ましくは、 0 . 5

m m以上、 1 . 5 m m以下である。

第 2 のガラス基板の製造方法は、特に限られない。第 2 のガラス基板は、

例えば、フロー ト法、フユ一ジョン法、および リドロ一法等の製法により製

造されても良い。

[0056] また、第 2 のガラス基板の組成は、特に限られない。第 2 のガラス基板は

、代表的には、ソ一ダライムガラスからなるガラスが挙げられる。なお、第

2 のガラス基板には、必ず しも化学強化処理を実施する必要はないため、第

2 のガラス基板は、アルカリ金属を含まない組成を有 しても良い。ただ し、

第 2 のガラス基板においても、熱処理層を施す表面以外の領域に、化学強化

処理を実施 しても良い。この場合、第 2 のガラス基板は、アルカリ金属酸化

物 （例えば、 N a 2 0 や L i 2 0 ) を含有する必要がある。

[0057] 次に、第 2 のガラス基板の第 3 の表面および/ または第4 の表面 （すなわ

ち、第 3 の表面および第4 の表面の少なくとも 1面、あるいは両面）に、機

能部が形成される。この機能部、即ち熱処理層は、例えば、黒色セラミック

層、アンテナ線、および曇り止め熱線からなる群から選定される少なくとも

1種からなるものが好ましい。あるいは、熱処理層は、意匠性を向上させる

ための各種装飾層であっても良く、黒色以外の色調のセラミック層であって

もよく、またアンテナ線および曇り止め熱線以外の電気的特性を有する機能

層であってもよい。

[0058] 例えば、黒色セラミック層は、以下の手順で設置される。



[0059] (黒色セラミック層の形成方法）

まず、後に黒色セラミック層を構成することになる、セラミック粒子を含

む組成物が調製される。 この組成物の形態は、特に限 られないが、例えばィ

ンク状 （またはペース ト状。以下同 じ）であっても良い。

[0060] そのようなインク状組成物は、例えば、ガラス組成物および耐熱顔料を含

むセラミック粒子の固形成分を有機 ビヒクルに混合、分散させることにより

調製される。 また、必要に応 じて、固形成分は、耐火物 フイラ一等の添加材

を含んでも良い。

[0061 ] ガラス組成物は、例えば、 S ί 0 2、 Z n O、 B 2 0 3、 B i 2 0 3、 L i 2 0

、 N a 2 0 、 K 2 0 、 C u 0 、 A I 2 0 3、 Z r 0 2、 S n 0 2、 C e 0 2、 F e 2

0 3、および/ または T i 0 2等を少な くとも 1種以上を含んでも良い。ガラ

ス組成物は、通常の場合、粉末形態で提供される。

[0062] 耐熱顔料は、例えば、 C u 、 C r 、 F e 、 C o 、 N ί 、 および/ またはM

n 等を少な くとも 1種含む金属酸化物の粉末を含む。

[0063] 耐火物 フイラ一は、インクの熱処理時の焼結性の調整、およびガラス基板

に対する黒色セラミック層の熱膨張係数の整合等を目的として添加される。

[0064] 耐火物 フイラ一としては、例えば、アル ミナ、石英ガラス、 —石英結晶

類、ムライ ト、ホウ酸アル ミニウム、チタン酸アル ミニウム、チタン酸カ リ

ゥ厶、 リン酸ジルコニウム、ジルコン、 コ一ジエライ ト、 フ才ルステライ ト

、ステアタイ ト、酸化マグネシゥ厶、および酸化亜鉛等の少な くとも 1種が

使用されても良い。

[0065] 有機 ビヒクルは、通常の場合、樹脂を溶剤に溶解することにより作製され

る。 ビヒクルを構成する樹脂 としては、例えば、メチルセル ロース、ェチル

セル ロース、カルボキシメチルセル ロース等のセル ロースエーテル類、ポ リ

ビニルプチラール等のポ リビニルァセタール類、ポ リメチル （メタ）ァクリ

レ一 卜、およびポ リェチル （メタ）ァクリレー 卜等のポ リ （メタ）ァクリレ

- 卜類等が用いられる。

[0066] 次 に、調製 したインクを、第 2 のガラス基板の第 3 の表面および/ または



第 4 の表面の所望の位置、例えば周囲部分に額縁状に塗布 してインク層を形

成する。インク層の形成のための塗布方法は、特に限 られず、塗布法および

スクリ一ン印刷法等の一般的な方法を使用 しても良い。

[0067] 次 に、形成されたインク層の乾燥処理が実施される。乾燥処理は、第 2 の

ガラス基板を、例えば 4 0 °C ~ 5 0 °C の温度に保持することにより、実施さ

れても良い。

[0068] 次 に、第 2 のガラス基板が 6 0 0 °C ~ 7 5 0 °C の範囲の温度で熱処理され

る。 これにより、インク層中の成分が焼成され、黒色セラミック層が形成さ

れる。その後、第 2 のガラス基板が冷却され、第 3 の表面および/ または第

4 の表面の周囲に黒色セラミック層が形成された第 2 のガラス基板が得 られ

る。

[0069] 黒色セラミック層の厚さは、特に限 られない。黒色セラミック層の厚さは

、例えば、 5 m ~ 2 5 m の範囲であっても良い。

[0070] その他の熱処理層についても、インクやペース 卜の成分が異なる以外は、

ほぼ同様の工程で形成することができる。例えば、曇 り止め熱線やアンテナ

等を形成する場合は、銀ペース 卜が使用される。

[0071 ] 以上の工程を経て、第 2 のガラス基板の第 3 の表面および/ または第 4 の

表面の所定の位置に、熱処理層が形成される。

[0072] (ステ ップS 1 3 0 )

次 に、ステ ップS 1 1 0 で調製された第 1 のガラス基板 と、ステ ップS 1

2 0 で調製された第 2 のガラス基板が、接着層を介 して接合される。

[0073] この際には、第 1 のガラス基板の第 1 の表面 （すなわち化学強化処理され

た表面）と、第 2 のガラス基板の第 4 の表面 （すなわち熱処理層が設置され

た表面）とが外側 となるように して、換言すれば、第 1 のガラス基板の第 2

の表面 と、第 2 のガラス基板の第 3 の表面 とが内側になるように して、両ガ

ラス基板が接合される。なお、第 1 のガラス基板の第 1 および第 2 の表面の

両面に化学強化処理が施されている場合には、第 1 のガラス基板の第 1 の表

面 と、第 2 のガラス基板の第 3 の表面 とが内側になるように して、両ガラス



基板を接合 してもよい。

[0074] 接着材としては、例えば、ポ リビニルプチラール、エチ レンビニルァセテ

- 卜のような有機系接着材等が使用される。

[0075] 接着材を配する際には、例えば、 2 枚のガラス基板の間に、接着材を配 し

、 8 0 °C ~ 1 0 0 °C の真空環境下で予備接着させる。次に、 2 枚のガラス基

板を、 1 0 0 °C ~ 1 4 0 °C、 1 0 気圧〜 1 5 気圧の才一 卜クレープ中に入れ

て、 3 0 分〜 1 時間程度保持する。 これにより、 2 枚のガラス基板が接着材

層によつて強固に接合された積層ガラスを得ることができる。

[0076] なお、以上の記載では、実質的に平坦な積層ガラスを製造する場合を例に

、本発明による製造方法を説明 した。 しか しながら、積層ガラスを実際の車

両用の窓ガラスに適用することを考慮 した場合、積層ガラスは、曲面形状で

あることが好ましい場合がある。そこで、以下、そのような曲面形状を有す

る積層ガラスを製造する方法について説明する。

[0077] 曲面形状を有する積層ガラスを製造する場合、前述のステップS 0 お

よびステップS 2 0 が若干変更される。すなわち、ステップS 1 0 の代

わ りに、以下のステップS 1 2 が実施され、ステップS 1 2 0 の代わ りに

、以下のステップS 1 2 2 が実施される。

[0078] 以下、両ステップについて、説明する。

[0079] (ステ ップS 1 1 2 )

このステップS 1 2 では、まず、第 1 の表面および第 2 の表面を有 し、

厚さが 1 . 5 m m以下であり、アルカリ金属酸化物を含有する第 1 のガラス

基板が準備される。

[0080] 次に、第 1 のガラス基板の曲げ加工処理が実施される。曲げ加工処理は、

通常、高温下で、第 1 のガラス基板を加圧変形させることにより、あるいは

自重曲げ変形させることにより、実施される。曲げ加工処理の温度は、例え

ば、 6 0 0 °C ~ 7 5 0 °C の範囲である。 これにより、第 1 のガラス基板に、

所望の曲面形状が付与される。

[0081 ] その後、曲面形状を有する第 1 のガラス基板に対 して、前述のステップS



0 と同様の化学強化処理が実施される。

[0082] なお、第 1のガラス基板を化学強化処理する前に、曲げ加工処理するのは

、逆の順番の場合、曲げ加工処理の際の熱処理によって、化学強化処理によ

つて形成された圧縮応力残留層が消失してしまうためである。すなわち、曲

げ加工処理を先に行うことにより、化学強化処理によって生じた圧縮応力残

留層を維持し、第 1のガラス基板の強度の低下を抑制することが可能となる

[0083] (ステップS 1 2 2 )

ステップS 1 2 2 は、ステップS 1 2 とは別途、その前、または後に、

またはステップS 1 2 と併行して同時に、実施される。すなわち、ステツ

プS 1 2 とステップS 1 2 2 との順はどちらが先でも、同時でも構わない

[0084] このステップS 1 2 では、まず、第 2 のガラス基板が準備される。

[0085] 次に、ステップS 1 2 における第 1のガラス基板と同様の方法で、第 2

のガラス基板に対して、曲げ加工処理が実施される。これにより、第 2 のガ

ラス基板に、所望の曲面形状が付与される。

[0086] その後、前述のステップS 1 2 0 と同様の方法で、曲面形状を有する第 2

のガラス基板に対して、熱処理層の形成処理が実施される。

[0087] ただし、ステップS 1 2 2 では、最初に、第 2 のガラス基板に対して、熱

処理層の形成処理を実施しておき、熱処理層を有する第 2 のガラス基板に対

して、曲げ加工処理を実施しても良い。

[0088] あるいは、ステップS 1 2 2 では、第 2 のガラス基板の第3 の表面および

/ または第4 の表面に熱処理層を形成するための熱処理と、第2のガラス基

板の曲げ加工処理とを同時に実施しても良い。

[0089] すなわち、このステップS 1 2 2 では、ステップS 1 2 とは異なり、第

2 のガラス基板に対する熱処理層の形成工程と、曲げ加工工程との順番は、

特に重要ではない。

[0090] ステップS 2 およびステップS 2 2 の後は、前述の製造方法と同様



に、ステ ップS 1 3 0 が実施され、第 1 のガラス基板 と第 2 のガラス基板 と

が、接着層を介 して接合される。 これにより、曲面形状の積層ガラスを製造

することができる。

[0091 ] 図 2 には、ステ ップS 1 0 〜ステ ップS 1 3 0 を経て製造された、本発

明による積層ガラスの概略的な断面図の一例を示す。

[0092] 図 2 に示すように、本発明による積層ガラス 1 0 0 は、第 1 のガラス基板

1 1 0 と、第 2 のガラス基板 1 3 0 と、両者の間の接着層 1 8 0 とで構成さ

れる。なお、本明細書において、図 2 に示すように、第 1 のガラス基板の第

1 の表面 とは、積層ガラス 1 0 0 の外面側の表面を指 し、第 1 のガラス基板

の第 2 の表面 とは、接着層 1 8 0 面側の表面を指 し、 また、第 2 のガラス基

板の第 3 の表面 とは、積層ガラス 1 0 0 の外面側の表面を指 し、第 2 のガラ

ス基板の第 4 の表面 とは、接着層 1 8 0 面側の表面を指す。

[0093] 第 1 のガラス基板 1 1 0 の少な くとも第 1 の表面 1 1 2 には、化学強化処

理がされており、 この表面は、積層ガラス 1 0 0 の第 1 の露出面 1 0 2 とな

る。一方、第 2 のガラス基板 1 3 0 の第 4 の表面 1 3 4 には、熱処理層 1 7

0 が形成されており、 この表面 1 3 4 は、積層ガラス 1 0 0 の第 2 の露出面

0 4 となる。なお、図 2 の例では、熱処理層 1 7 0 は、第 2 のガラス基板

1 3 0 の第 4 の表面 1 3 4 の周囲に額縁状に設置された黒色セラミック層 と

して示されている。

[0094] このように構成された積層ガラス 1 0 0 は、例えば、車両または建物の窓

ガラス等に使用することができる。

[0095] 例 えば、積層ガラス 1 0 0 を車両の窓ガラスに適用する場合、積層ガラス

0 0 は、積層ガラス 1 0 0 の第 1 の露出面 1 0 2 が車外側 とな り、第 2 の

露出面 1 0 4 が車内側 となるように して、設置される。

[0096] このような窓ガラスは、肉厚の薄い 2 枚のガラス基板で構成されているた

め、軽量であるという特徴を有する。 また、窓ガラスの車外側の露出面は、

化学強化処理されているため、小石等の衝突に対する強度が高いという特徴

がある。さらに、窓ガラスの車内側の露出面は、化学強化がされていないた



め、この露出面には、必要な機能部を必要な位置に、適正に形成することが

できる。

[0097] なお、図 2 の例では、積層ガラス 1 0 0 は平坦形状を有するが、積層ガラ

スは、曲面形状を有 しても良い。

[0098] (本発明による積層ガラスの第 2 の製造方法）

次に、図 3 を参照 して、本発明による積層ガラスの第 2 の製造方法につい

て説明する。

[0099] 図 3 には、本発明による積層ガラスの第 2 の製造方法の一例を模式的に示

したフロー図を示す。

[01 00] 図 3 に示すように、この第 2 の製造方法は、

( a ) 第 1 の表面および第 2 の表面を有 し、厚さが 1 . 5 m m以下であり、

アルカリ金属酸化物を含有する第 1 のガラス基板を準備 し、該第 1 のガラス

基板の少なくとも第 1 の表面を、化学強化処理するステップ （ステップS 2

0 ) と、

( b ) 第 3 の表面および第4 の表面を有 し、厚さが 1 . 5 m m以下の第 2 の

ガラス基板を準備 し、該第 2 のガラス基板の前記第 3 の表面および/ または

第4 の表面に、熱処理工程を経て、機能部を形成するステップ （ステップS

2 2 0 ) と、

( c ) 前記第 1 および第 2 のガラス基板を、前記第 2 の表面および前記第 3

の表面が内側となるようにして接合するステップであって、前記第 1 および

第 2 のガラス基板の間には、熱可塑性樹脂基板が配置されるステップ （ステ

ップS 2 3 0 ) と、

を有する。

[01 0 1 ] 第 2 の製造方法において、ステップS 2 1 0 およびステップS 2 2 0 は、

それぞれ、前述の製造方法のステップS 0 およびステップS 1 2 0 と同

様である。そのため、ここでは、ステップS 2 3 0 についてのみ、説明する

[01 02] (ステップS 2 3 0 )



第 2 の製造方法 において、 このステ ップ S 2 3 0 では、前記第 1 および第

のガラス基板が、前記第 2 の表面および前記第 3 の表面が内側 となるよう

に して接合 される。

[01 03] この際には、前記第 1 および第 2 のガラス基板 は、両者の間に、熱可塑性

樹脂基板が介在 されるように して配置 される。

[01 04] 熱可塑性樹脂基板の材質は、熱可塑性樹脂で構成 される限 り、特 に限 られ

ない。熱可塑性樹脂基板 は、例 えば、ポ リ力一ボネ一 卜等で構成 されても良

い。

[01 05] 熱可塑性樹脂基板の厚 さは、特 に限 られないが、軽量化の観点か らは、薄

いことが好 ま しい。熱可塑性樹脂基板の厚 さは、例 えば、 1 m m ~ 8 m m の

範囲である。

[01 06] なお、熱可塑性樹脂基板 は、第 1 のガラス基板 との間、 および第 2 のガラ

ス基板 との間に、接着層 を介在 させて、 これ らのガラス基板 と接合 しても良

し、。あるいは、 2 つのガラス基板 を間隔を開けて配置 しておき、両者の間の

空間に、熱可塑性樹脂 を射出成形 して熱可塑性樹脂基板が形成 されるように

しても良い。

[01 07] 第 2 の製造方法では、 2 枚のガラス基板の間に熱可塑性樹脂基板が介在 さ

れた積層 ガラスを得 ることがで きる。 このような構成 は、積層 ガラスを軽量

化 したまま、積層 ガラスの強度 を高めることがで きる点で有意である。

[01 08] なお、第 2 の製造方法 においても、 ステ ップ S 2 1 0 およびステ ップ S 2

2 0 に、第 1 のガラス基板 および第 2 のガラス基板 に対する曲げ加工処理 を

加えることによ り、曲面形状の積層 ガラスを製造することがで きることは、

当業者 には明 らかである。 また、 このように曲面形状の積層 ガラスを製造す

る際には、熱可塑性樹脂基板 も同様 に予め曲げ加工処理 を施す ことは当業者

には明 らかである。

[01 09] 図 4 には、本発明による第 2 の方法で製造 された、本発明による積層 ガラ

スの概略的な断面図の一例 を示す。

[01 10 ] 図 4 に示すように、 この積層 ガラス 2 0 0 は、第 1 のガラス基板 2 1 0 と



、熱可塑性樹脂基板 2 9 0 と、第 2 のガラス基板 2 3 0 とを、 この順番 に積

層することによ り構成 される。第 1 のガラス基板 2 1 0 と熱可塑性樹脂基板

2 9 0 の間には、第 1 の接着層 2 8 0 が配 されても良い。 また、熱可塑性樹

脂基板 2 9 0 と第 2 のガラス基板 2 3 0 との間には、第 2 の接着層 2 8 2 が

配 されても良い。ただ し、 これ らの接着層 2 8 0 、 2 8 2 を配することは、

任意である。

[01 11] 第 1 のガラス基板 2 1 0 の第 1 の表面 2 2 には、化学強化処理がされて

お り、 この表面は、積層 ガラス 2 0 0 の第 1 の露出面 2 0 2 となる。一方、

第 2 のガラス基板 2 3 0 の第 4 の表面 2 3 4 には、熱処理層 2 7 0 が形成 さ

れてお り、 この表面 2 3 4 は、積層 ガラス 2 0 0 の第 2 の露出面 2 0 4 とな

る。なお、図 4 の例では、熱処理層 2 7 0 は、第 2 のガラス基板 2 3 0 の第

4 の表面 2 3 4 の周囲に額縁状 に設置 された黒色セラミック層 と して示 され

ている。 しか しなが ら、熱処理層 2 7 0 は、第 2 のガラス基板 2 3 0 の第 4

の表面 2 3 4 上の別の位置 に形成 された、別の機能部であ っても良い。

[01 12] このような構成の積層 ガラス 2 0 0 において、前述の積層 ガラス 1 0 0 と

同様の効果が得 られることは、 当業者 には明 らかである。

[01 13] なお、図 4 の例では、積層 ガラス 2 0 0 は平坦形状 を有するが、積層 ガラ

スは、曲面形状 を有 しても良い。

[ 0 1 14 ] 以上、本発明による積層 ガラスの製造方法の一構成例、 および本発明によ

る積層 ガラスの一構成例 について説明 した。ただ し、本発明は、上記構成 に

限 られるものではない。

[01 15] 例 えば、本発明による積層 ガラスは、第 1 および第 2 のガラス基板の間に

、他のガラス基板 を有 しても良い。 また、第 1 および第 2 のガラス基板の間

には、複数の熱可塑性樹脂基板が配置 されていても良い。同様 に、本発明に

よる積層 ガラスの製造方法は、第 1 および第 2 のガラス基板以外の部材、例

えば熱可塑性樹脂基板 を準備 し、 そのような部材 を一つまたは複数個、第 1

および第 2 のガラス基板の間に配置するステ ップを含んでいても良い。

[01 16] (実験）



ここで、実際に、化学強化処理 されたガラス基板 に対 して熱処理層 を形成

した場合 に、圧縮応力残留層 に対 して、 どのような影響が生 じるかを把握す

るため、以下の実験 を行 った。

[01 17] まず、縦 1 0 0 m m X 横 1 0 0 m m X 厚 さ 0 . 7 m m の寸法の市販のガラ

ス基板 （ソ一ダライムガラス）を準備 した。

[01 18] 次 に、 このガラス基板 に対 して、化学強化処理 を実施 した。化学強化処理

は、 4 2 5 °C の硝酸 力 リゥ厶溶融塩 中に、 ガラス基板全体 を 6 時間浸潰 させ

ることによ り実施 した。

[01 19] 次 に、化学強化処理後のガラス基板 を用いて、残留応力状態 を評価 した。

[01 20] 図 5 には、 ガラス基板の厚 さ方向における残留応力の測定結果 を示す。 こ

の測定には、複屈折測定装置 （A b r ί o ：C R I 社製）を使用 した。測定

は、 ガラス基板の異なる位置 （3 箇所）で実施 した。図において、横軸 は、

ガラス基板の厚 さ方向位置 を表 し、縦軸 は、残留応力を表 している。 また、

縦軸 における残留応力は、正の値が圧縮応力、負の値が引張応力に対応する

。図 5 か ら、 ガラス基板の両表面 には、大 きな残留圧縮応力が生 じてお り、

ガラス基板の内部 には、 これ らの残留圧縮応力 とバ ランスするように、小さ

な残留弓I張応力が生 じていることがわかる。

[01 2 1 ] 次 に、化学強化処理 されたガラス基板 に対 して、所定の条件で熱処理 を実

施 した。熱処理 は、 6 0 0 °C で 4 分間 （実験 1 ) 、 6 5 0 °C で 4 分間 （実験

2 ) 、 および 7 0 0 °C で 4 分間 （実験 3 ) 実施 した。なお、熱処理 は、 いず

れも大気雰囲気下で実施 した。 その後、再度、 ガラス基板の厚 さ方向におけ

る残留応力を測定 した。

[01 22] 図 6 〜図 8 には、 それぞれ、実験 1 〜実験 3 におけるガラス基板の厚 さ方

向における残留応力の測定結果 を示す。なお、 これ らの測定は、図 5 の測定

に利用 したガラス基板の位置 （3 箇所） と同 じ位置で実施 した。

[01 23] 図 6 の結果か ら、熱処理の実施 によって、化学強化処理 によって形成 され

た圧縮応力残留層の圧縮応力が著 しく小さ くな つていることがわかる。すな

わち、 ガラス基板の表面の圧縮応力値 は、熱処理前の約 1 0 0 M P a (第 1



の表面）および約 1 5 O M P a (第 2 の表面）か ら、約 2 5 M P a (第 1 の

表面）および約 2 5 M P a (第 2 の表面）に、大 きく減少 した。 これは、熱

処理 によって、 ガラス基板の表面 に形成 された圧縮応力残留層中のアル 力 リ

金属イオ ンがガラス基板の内部 に拡散 したためであると考 え られる。

[01 24] さ らに、図 7 および図 8 の結果か ら、熱処理の際の温度がよ り高温 になる

と、 この現象がよ り顕著 になることがわかる （図 7 および図 8 は、図 5 に比

ベてスケール を拡大 して表示 していることに留意する必要がある）。特 に、

図 8 の結果か ら、 7 0 0 °C の熱処理後 には、 ガラス基板の表面 には、残留圧

縮応力がほとん ど認め られな くなることがわかる。 この場合、化学強化処理

によって形成 された圧縮応力残留層は、 ほぼ完全 に消失 しているもの と思わ

れる。

[ 0 125] このように、化学強化処理 されたガラス基板 に対 して熱処理 を実施 した場

合、 ガラス基板の表面 に形成 された圧縮応力残留層中のアル 力 リ金属イオ ン

がガラス基板の内部 に拡散するため、圧縮応力残留層中の残留圧縮応力が小

さ くなることが確認 された。 さ らに、 この現象が顕著 になると、 ガラス基板

の表面か ら圧縮応力残留層が完全 に消失 して しまう可能性があることがわか

つた。

[ 0 126] 以上のように、化学強化処理 されたガラス基板 に対 して、熱処理層 を形成

するような処理 を行 うと、化学強化処理 を実施 した効果がな くな り、 ガラス

基板の強度 を確保することが難 しくなる。

産業上の利用可能性

[ 0 127] 本発明による積層 ガラスは、車両の窓ガラス、建築物の窓ガラス、 および

表示装置のデ ィスプ レイ等 に適用することがで きる。

なお、 2 0 1 1 年 1 2 月 2 2 日に出願 された 日本特許出願 2 0 - 8

2 0 2 9 号の明細書、特許請求の範囲、図面および要約書の全内容 をここに

引用 し、本発明の開示 と して取 り入れるものである。

符号の説明

[01 28] 1 0 0 本発明による積層 ガラス



第 1 の露出表面

第 2 の露出表面

第 1 のガラス基板

第 1 のガラス基板の第 1 の表面

第 2 のガラス基板

第 2 のガラス基板の第 4 の表面

熱処理層

接着層

本発明による第 2 の積層 ガラス

第 1 の露出表面

第 2 の露出表面

第 1 のガラス基板

第 1 のガラス基板の第 1 の表面

第 2 のガラス基板

第 2 のガラス基板の第 4 の表面

熱処理層

第 1 の接着層

第 2 の接着層

熱可塑性樹脂基板。



請求の範囲

第 1 および第 2 のガラス基板が積層 されて構成 される積層 ガラスの

製造方法であ って、

( a ) 第 1 の表面および第 2 の表面 を有 し、厚 さが 1 . 5 m m以下で

あ り、 アル カ リ金属酸化物 を含有する第 1 のガラス基板 を準備 し、該

第 1 のガラス基板の少な くとも第 1 の表面 を、化学強化処理するステ

ップと、

( b ) 第 3 の表面および第 4 の表面 を有 し、厚 さが 1 . 5 m m以下の

第 2 のガラス基板 を準備 し、該第 2 のガラス基板の前記第 3 の表面お

よび/ または第 4 の表面 に、熱処理工程 を経て、機能部 を形成するス

テ ツプと、

( c ) 接着層 を介 して、前記第 1 および第 2 のガラス基板 を、前記第

の表面および前記第 3 の表面が内側 となるように して接合するステ

ップと、

を有することを特徴 とする積層 ガラスの製造方法。

前記熱処理工程 は、前記第 2 のガラス基板 を、 6 0 0 °C ~ 7 5 0 °C

の温度範囲に保持するステ ツプを有することを特徴 とする請求項 1 に

記載の製造方法。

前記機能部 は、黒色セラミック層、 アンテナ線、 および曇 り止め熱

線か らなる群か ら選定された少な くとも一種であることを特徴 とする

請求項 1 または 2 に記載の製造方法。

前記 （a ) のステ ップの前 に、

( d ) 前記第 1 のガラス基板 を曲面状 に加工するステ ップを有 し、

前記 （c ) のステ ップの前 に、

( e ) 前記第 2 のガラス基板 を曲面状 に加工するステ ツプを有 し、

前記 （c ) のステ ップ後 に、曲面状の積層 ガラスが得 られることを

特徴 とする請求項 1 乃至 3 のいずれか一項 に記載の製造方法。

前記 （e ) のステ ップは、前記第 2 のガラス基板の前記熱処理工程



と同時に行われることを特徴 とする請求項 4 に記載の製造方法。

前記 （c ) のステ ップは、前記第 1 のガラス基板 と前記第 2 のガラ

ス基板の間に、熱可塑性樹脂か らなる少な くとも一つの基板 を介在 さ

せた状態で、実施 されることを特徴 とする請求項 1 乃至 5 のいずれか

一項 に記載の製造方法。

前記熱可塑性樹脂か らなる少な くとも一つの基板の厚 さは、 1 m m

~ 8 m m の間であることを特徴 とする請求項 6 に記載の製造方法。

第 1 および第 2 のガラス基板が積層 されて構成 される積層 ガラスで

あ って、

第 1 のガラス基板 は、厚 さが 1 . 5 m m以下であ り、第 1 の表面お

よび第 2 の表面 を有 し、前記第 1 の表面は、 当該積層 ガラスの第 1 の

露出面側 とな り、

第 2 のガラス基板 は、厚 さが 1 . 5 m m以下であ り、第 3 の表面お

よび第 4 の表面 を有 し、前記第 4 の表面は、 当該積層 ガラスの第 2 の

露出面側 とな り、

前記第 1 のガラス基板の少な くとも前記第 1 の表面は、化学強化処

理 されてお り、

前記第 2 のガラス基板の前記第 3 の表面および/ または第 4 の表面

には、機能部が形成 されていることを特徴 とする積層 ガラス。

前記第 1 および第 2 のガラス基板の間には、接着層が存在すること

を特徴 とする請求項 8 に記載の積層 ガラス。

前記第 1 および第 2 のガラス基板の間には、熱可塑性樹脂か らなる

少な くとも一つの基板が配 されていることを特徴 とする請求項 8 また

は 9 に記載の積層 ガラス。

前記熱可塑性樹脂か らなる少な くとも一つの基板の厚 さは、 1 m m

~ 8 m m の間であることを特徴 とする請求項 1 0 に記載の積層 ガラス

[ 請求項 12 ] 前記機能部 は、黒色セラミック層、 アンテナ線、 および曇 り止め熱



線か らなる群か ら選定された少な くとも一種であることを特徴 とする

請求項 8 乃至 1 1 のいずれか一項 に記載の積層 ガラス。

[ 請求項 13 ] 前記積層 ガラスは、曲面状であることを特徴 とする請求項 8 乃至 1

2 のいずれか一項 に記載の積層 ガラス。

[ 請求項 14] 車両用の窓ガラスであ って、

当該窓ガラスは、請求項 8 乃至 1 3 のいずれか一項 に記載の積層 ガ

ラスを有することを特徴 とする窓ガラス。
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国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 2 6 9 7

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 -ジ の 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす るこ とができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 -ジ の 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。
請求項 1 に係 る発 明は、下記 の文献 1 に記載 されてい るか ら、新規性 が無 く、特別 な技術的

特徴 を有 さず、事後的に単一性 の要件 を満 た さない。
以下に示す請求項に係 る発 明が主発 明である。
請求項 1 7
文献 1 ： P 2001-247342 A

出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、 調査可能な請求項について調査す ることができた の で 、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C I S A / 2 1 0 (第 -ジ の続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月 ）
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